
連載第 127 回  横浜市会議員 たけのうち猛  

　食料品や光熱費の値上がりで厳しさを増す家計を支援する
ため、公明党市議団として市民の実感につながる支援ととも
に、迅速な補正予算編成と早期執行を要望。定例会初日の  
１月 28 日に補正予算案の上程と審議、採決を全て行うとい
う異例のスピードで決定しました。

暮らしを護る物価高対策を迅速に！

● 市民 一人当たり5,000円を給付 
19歳以上の市民全員を対象に、PayPay などの電子クーポン
または商品券で給付（４月下旬より）
※18歳以下のこどもには一人当たり２万円の物価高対応子育
て応援手当を３月より順次給付（12月補正予算で決定済）

● 小学校給食の実質無償化
国の無償化基準額（月 5,200円）を超える分を補助し、保護者
負担のない実質無償化を実現

● 商店街プレミアム付き商品券事業
商店街が発行するプレミアム付き商品券のプレミアム分　　
（上限25％）および事業費の一部を支援

　１月８日、補正予算編成に先立ち、公明党市議団より市
長に「物価高騰対策に向けた緊急要望書」を提出。国から
交付される重点支援地方交付金（約 218 億円）について、
市民全員に行きわたる支援、商店街への支援、給食費の負
担軽減を要望。そのまま補正予算案に反映されました。

市長へ要望書を提出

「はまかぜ」金沢版2月号（2/13発行号）半4段


